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佐倉染井野Ｓ1 地区建築協定書 

 
（目 的） 
第１条 本建築協定は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）（以下「法」という。）第 69 条及び

佐倉市建築協定に関する条例（昭和 47 年佐倉市条例第 39 号）に基づき、協定の区域内にお

ける建築物の敷地、位置、形態及び意匠に関する基準を定め、良好な景観を誇る佐倉市染井野

地区の住宅地としての環境を高度に維持増進することを目的とする。 
 
（協定の名称） 
第２条 本建築協定は、佐倉染井野Ｓ1 地区建築協定（以下「協定」という。）と称する。 
 
（用語の定義） 
第３条 協定における用語の意義は、次の各号に定めるもののほか、法及び建築基準法施行令（昭和

25 年政令第 338 号）に定めるところによる。 
（1） 借地権 建築物の所有を目的とする地上権又は賃借権（臨時設備その他一時使用のため設定

されたことが明らかなものを除く。） 
（2） 土地の所有者等 土地の所有者及び借地権を有する者 
（3） 底地権者 借地権の目的となっている土地の所有者 

 
（協定の締結） 
第４条 協定は、次条に定める建築協定区域内の土地の所有者等の全員（借地権の目的となっている

土地については、当該底地権者以外の土地の所有者等の全員で足りる。）の合意により締結する。 
 
（建築協定区域） 
第５条 建築協定区域は、佐倉市染井野一丁目、染井野二丁目及び染井野三丁目のうち、別図「佐倉

染井野Ｓ１地区建築協定対象区域図」内に協定区域として表示した区域（以下「協定区域」と

いう。）とする。 
 
（建築協定区域隣接地） 
第６条 建築協定区域隣接地（以下「隣接地」という。）は、佐倉市染井野一丁目、染井野二丁目及

び染井野三丁目のうち、協定の締結について合意をしなかった土地の所有者等の有する土地で、

別図「佐倉染井野Ｓ１地区建築協定対象区域図」内に隣接地として表示した土地とする。 
 
（建築物に関する基準） 
第７条 協定区域内の建築物の敷地、位置、形態及び意匠は、別表に掲げる基準（以下「建築物に関

する基準」という。）による。 
 
（協定の効力） 
第８条 協定は、法第７３条第２項の規定による認可の公告のあった日（以下「認可公告日」という。）

以後において協定区域内の土地の所有者等となった者（協定の締結について合意をしなかった

底地権者が有する土地の所有権を承継した者を除く。）に対しても、その効力があるものとする。 
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（底地権者の所有する土地において借地権が消滅した場合の協定の効力等） 
第９条 協定の締結について合意をしなかった又は協定に加わる意思を表示していない底地権者（以

下「協定の効力が及ばない底地権者」という。）が有する協定区域内の土地の借地権が消滅し

た場合には、その借地権の目的となっていた土地は、協定区域から除かれるものとする。 
２ 前項の場合において、当該借地権を有していた者は、遅滞なく、その旨を佐倉市長に届け出

なければならない。 
 
（認可公告日以後に協定に加わる手続等） 
第 10 条 隣接地の土地の所有者等は、認可公告日以後、当該隣接地の土地の所有者等の全員（借地

権の目的となっている土地については、当該底地権者以外の土地の所有者等の全員で足りる。）

の合意により、佐倉市長に対して書面でその意思を表示することによって、協定に加わるこ

とができる。 
２ 前項の意思の表示をした者に係る土地は、その意思の表示があった時以後、協定区域の一部

となるものとする。 
３ 協定の締結について合意をしなかった底地権者は、認可公告日以後、佐倉市長に対して書面

でその意思を表示することによって、協定に加わることができる。 
４ 協定は、第１項又は第３項の規定により協定に加わった者がその時に所有し、又は借地権を

有していた土地について、法第７５条の２第４項において準用する法第７３条第２項の規定

による公告があった日以後において土地の所有者等になった者（第１項の規定により協定に

加わる意思を表示しなかった底地権者が有する土地の所有権を承継した者及び第８条の規定

により協定の効力が及ぶ者を除く。）に対しても、その効力があるものとする。 
  
（運営委員会） 
第 11 条 協定の運営に関する事項を処理するため、佐倉染井野Ｓ１地区建築協定運営委員会（以下

「運営委員会」という。）を設置する。 
２ 運営委員会は、協定区域内の土地の所有者等の互選により選出された委員若干名（４名以上）

をもって組織する。 
３ 委員の任期は、１年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 
４ 委員は、再選されることができる。 

 
（役 員） 
第 12 条 運営委員会に、次の役員を置く。 

会長 １名、副会長 ３名以内、会計 ３名以内、監事 ２名以内 
２ 会長は、委員の互選により選出し、副会長及び会計は、委員の中から会長が指名し、監事は、

委員の互選により選出する。 
３ 会長は、委員会を代表し、協定の運営に関する業務を総括する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する副会長がそ

の職務を代理する。 
５ 会計は、運営委員会の経理に関する業務を担当する。 
６ 監事は、役員の業務執行及び運営委員会の会計を監査する。 
 

（経費の負担） 
第 13 条 協定区域内の土地の所有者等は、運営委員会の運営に必要な経費を会費等により負担する。 

協定の廃止時又は有効期間満了時には、既に協定区域内の土地の所有者等から徴収済みの

会費等の残余財産については、これを協定区域に居住する住民で組織する町内会等の地縁団

体に寄付するものとする。 
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（認可通知書の保管等） 
第 14 条 会長は、佐倉市建築協定に関する条例施行規則（昭和 47 年佐倉市規則第 30 号）第３条第

３項に規定する建築協定認可通知書、これに添付されている申請書の副本及び添付図書を保

管しなければならない。 
２ 協定区域内の土地の所有者等は、認可公告日以後に運営委員会が配付する建築協定書の写し

を保管するものとする。 
 
（建築等計画の事前届出） 
第 15 条 協定区域内の土地の所有者等は、次の各号に該当する工事を行う場合には、建築等の計画

を決定した後速やかに、その計画を運営委員会に届け出なければならない。 
（1） 建築物（附属建築物を含む。）の建築（建築物の新築、増築、改築又は移転）、土地の地盤の

高さの変更、道路沿いの擁壁・塀の変更、幅員 5ｍの道路に面する 0.5ｍの敷地の部分の変

更 
（2） 建築物に関する基準に係るその他の工事で、あらかじめ運営委員会が定めるもの 
 

（土地の所有者等変更の届出） 
第 16 条 協定区域内の土地の所有者等は、当該土地について、所有権の移転又は借地権の設定・移

転を行おうとする場合には、当該移転等を行う前に新たに土地の所有者等になる者を運営委

員会に届け出るとともに、新たに土地の所有者等になる者に対し、保管している建築協定書

の写しを譲り渡し、協定について説明を行わなければならない。 
２ 会長は、第9条第1項の規定により当該土地が協定区域から除かれたことを知った場合には、

当該借地権を有していた者に対し、同条第２項の届出をするよう促さなければならない。 
 
（違反があった場合の措置） 
第 17 条 建築物に関する基準に違反する工事が施工された場合又は区画分割が行われた場合には、

会長は、運営委員会の決定に基づき、違反があった建築物又は建築物の敷地に係る土地の所

有者等（協定の効力が及ばない者を除く。以下「違反者」という。）に対し、書面により当該

工事の施工の停止を請求し、又は相当の猶予期限を付けて、当該違反を是正するため必要な

措置をとることを請求しなければならない。 
２ 違反者は、前項の規定による請求を受けた場合には、これに従わなければならない。 
３ 第１項の請求は、協定の有効期間内に限り行うことができるものとする。ただし、協定の有

効期間内にされた請求は、協定の有効期間満了後においても有効なものとする。 
 
（裁判所への提訴） 
第 18 条 会長は、前条第１項の請求に違反者が従わないときは、運営委員会の決定に基づき、その

請求に係る当該工事の施工の停止、違反を是正するため必要な措置の履行、又は当該違反者

の費用をもって第三者をしてこれをさせることを裁判所に請求することができる。 
２ 会長は、前項の請求を行ったときには、民事訴訟費用等に関する法律（昭和 46 年法律第 40

号）第２条に定める訴訟費用のほか、当該請求に要した弁護士費用等の一切の費用を違反者

に請求するものとする。 
３ 第１項の請求は、協定の有効期間内に限り行うことができるものとする。ただし、協定の有

効期間内にされた請求は、協定の有効期間満了後においても有効なものとする。 
４ 第２項の請求は、協定の有効期間の満了後も行うことができる。 
５ 第１項の請求に関する訴訟費用及び弁護士費用等の一切の費用は、違反者が負担するものと

する。 
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（協定の変更又は廃止） 
第 19 条 協定区域、建築物に関する基準、有効期間、協定違反があった場合の措置又は隣接地を変

更しようとする場合には、協定区域内の土地の所有者等（協定の効力が及ばない底地権者を

除く。）の全員の合意をもってその旨を定め、これを佐倉市長に申請してその認可を受けなけ

ればならない。 
２ 協定を廃止しようとする場合には、協定区域内の土地の所有者等（協定の効力が及ばない底

地権者を除く。）の過半数の合意をもってその旨を定め、これを佐倉市長に申請してその認可

を受けなければならない。 
３ 協定が廃止された場合には、運営委員会は、廃止の認可の公告後、第 13 条、第 17 条及び第

18 条の措置が完了した後に解散する。 
 
（有効期間） 
第 20 条 協定の有効期間は、認可公告日から 10 年とする。ただし、その有効期間満了 6 カ月前ま

でに運営委員会に対し、協定区域内の土地の所有者等（協定の効力が及ばない底地権者を除

く。）の過半数の者から、協定の廃止の意思が書面により表示されない場合は、協定の有効期

間を 4 回に限り、それぞれ 5 年延長するものとする。 
２ 協定の有効期間を 5 年延長すること又は延長しないことを決定した場合は、会長は、遅滞な

く、佐倉市長に対し、その旨の報告を行うものとする。 
３ 協定の有効期間が満了した場合には、運営委員会は、有効期間満了に係る事務処理並びに第

13 条、第 17 条及び第 18 条の措置が完了した後に解散するものとする。 
 
（その他必要事項の制定） 
第 21 条 協定に定めるもののほか、運営委員会の組織及び運営並びに協定の実施のため必要な事項

は、運営委員会が別に定める。 
 
 
 
 

附  則 
（効力の発生） 

１ 協定は、認可公告日から効力を生ずる。 
 
（適用の除外） 

２ 協定の効力が生じた日（協定の効力が生じた日に隣接地であった土地については、協定区域と

なった時をいう。）において、現に存する建築物若しくはその敷地又は現に建築物に関する基

準に係る工事を施工中の建築物若しくはその敷地が、建築物に関する基準に適合せず、又はこ

の基準に適合しない部分を有する場合においては、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若し

くはその敷地の部分に対しては、建築物に関する基準を適用しない。 
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区分 建築物に関する基準 

１ 敷 地 (1) 区画分割禁止 

認可公告日の区画(別図の区画線Ａ又は区画線Ｂで囲まれた土地をいう。以下同じ。)

は、分割してはならない。 

(2) １区画１建築物 

建築物と用途上不可分の物置又は離れ等を設ける場合には、隣家との関係（窓、出入

口の相対的位置をいう。）及び周囲との景観的調和に配慮するものとする。 

(3) 地盤の高さの変更禁止 

認可公告日における土地の地盤の高さは、変更してはならない。ただし、次の場合は、

この限りではない。 

イ 出入のために斜路を作る工事（車椅子の使用等用途上やむを得ない場合に限る。）に伴

うもの 

ロ 駐車場の設置又は変更のための切り下げ工事に伴うもの 

ハ 地盤（法面を含む。）の沈下、崩落等を防ぐための補強工事に伴うもの 

ニ 造園に伴う必要最小限のもの又は庭の築山（ただし、隣地境界線の付近では、隣家へ

の圧迫感や通風等に配慮すること）  

２ 形  態

（建築物

の各部分

の高さ） 

(1)天空率 

天空率は、適用しない。 

(2)北側斜線制限 

建築物の各部分は、別図の区画線Ｂで示す北側の隣地境界線から真北方向の水平距離

の0.6倍に5ｍを加えた高さ以下としなければならない。ただし、建築物の敷地の地盤面

が別図の区画線Ｂで示す北側の隣地の地盤面より１ｍ以上低い場合には、その建築物の

敷地の地盤面は、当該高低差から１ｍを引き、残りの1/2だけ高い位置にあるものとみな

す。 

３ 意 匠 (1) 屋根等の色彩 

建築物の屋根、外壁その他戸外から望見される部分の色彩は、周囲との景観的調和に

配慮したもの（原色に白、灰、黒などの色彩を混色した彩度の低いものをいう。）とする。

なお、建築物には、門、塀、物置等の附属建築物を含む。 

(2) アンテナ 

アンテナは屋根面に設置してはならない。また、支柱等を用いて地盤から10ｍの高さ

を超えて設置してはならない。アンテナを設置する場合は、周囲との景観的調和に配慮

した色彩、意匠とする。 

４ 道路沿い

の 基 準

（位置、

形態） 

(1) 道路沿いの塀（フェンス、柵又は門と一体となった塀状の部分を含む。）は、植栽の背後

に設けるものとする。また、幅員５ｍの道路に面する道路境界線から水平距離0.5mの部

分は、道路の路面と同じ高さ又は緩い勾配とし、その部分には地先境界ブロックを除き、

門、塀（フェンス、柵又は門と一体となった塀状の部分を含む。）又は土留めを設けては

ならない。ただし、次の部分は、この限りではない。 

イ 道路が階段となっている場合に、その道路に沿う部分 

ロ 敷地の地盤面が道路の路面と高低差があるため、擁壁(※)が設置されている部分 

ハ 人又は車が出入りする部分 

(2) 道路沿いに設けられている擁壁は、かさ上げ又は積み増しをしてはならない。 

(3) 次の建築物の当該部分から道路境界線までの水平距離は、それぞれ次に掲げる距離以上

としなければならない。 

イ 門柱若しくは門扉又は自動車車庫（カーポートを含む。）の 

扉又は扉の支柱        いずれも0.8ｍ 

ロ 自動車車庫（カーポートを含む。）又は物置 

・柱又は壁の仕上げ面    いずれも1.0ｍ 

・屋根又は庇        いずれも0.5ｍ 

※：この擁壁とは、「その他法令においてコンクリート擁壁等の設置が義務付けられている」ものをいいます。


